　　令和2年2月5日

調　査・研　修　報　告　書（会派個人用）
会派名：　きずな　　　　　　　　　　　　　　　　報告者：林　　高正　　　　 eq \o\ac(○,印)
	実施場所：林野庁本庁
	実施日：令和2年1月29日

	■目的・課題・問題事項（調査・研修に先立っての思いや本市の現状　など）
　森林経営管理制度にについて担当課より講義を受けるため。

	■参考とすべき事項
　これまで、「森林経営管理制度」についは自己流学習で、ネット等で調べた程度の知識しかありませんでしたが、今回は実際に制度そのものを設計・運用しておられる森林整備部森林利用課　森林集積推進室　森林集積企画班　課長補佐の三間さんによる講義でしたので、驚きの連続でした。つまり、これまで私たちの会派では国交省で森林部の地籍調査について意見交換する中で、林務部との連携が上手くいっていないということから林務部は抵抗勢力と考えていたのですが、今回は全く逆でした。つまり、森林経営管理制度を活用した森林部の管理には登記の義務化も必要と考えるし、林務と地籍が別々のことをすることは無意味であるとハッキリと言われました。
　私たちが長年追い求めていた答えが見えてきたようで、スッキリした気分です。詳しい内容についてはいただいた資料を添付しておきますので、皆さんでご覧いただきたいと思います。

	■提言・その他（本市の施策等にどのように活用すべきか など）
　今回の林野庁本庁での研修はかなりの量でしたので、事細かく書くことはできませんが、森林環境譲与税の活用について庄原市は誤解があるように思います。意向調査はあくまでも調査と思われているみたいですが、自分の管内の所有者さんがどこにいて、何を考えているのかを把握することが移行調査の目的なのです。市町村には住民票、林地台帳などが整備されているので、所有者情報を持っているのは市町村しかないので、市町村でこの制度の組み立てをお願いしているのだそうです。
　一義的には、山の所有者が山の管理をするのが筋ですが、突然に、「あなたの山をどうしますか」と問われれば、困惑するのが実情です。そこで、「だったらどうしますか」ということで、強制力は伴いませんが、委託契約もありますよとなっていきます。要は、その仕組みを各市町村で考えて作って実践してくださいというのが、森林環境譲与税を活用して森林経営権利制度を整えるということの様です。国は全国を15年というスパンで考えているそうですので、かなりの速度をもって動く必要がありますが、寝ているウサギは誰も起こしてはくれず、起きたらレースは終わっていたということになるかも知れません。


※ 調査・研修終了後、一週間以内に会派事務局へ提出してください。
